
別紙様式第１－４号

Ⅰ　地区の成果目標 （単位：経営体、％）

Ⅱ　経営体の成果目標

経営体育成支援事業目標達成状況報告書（2年度目）

2 2 2

0 1

2 2 2

2

17,971,000 18,171,000 18,241,000 

13,741,259 22,383,740 0 

78,188,000 75,188,000 75,058,000 

79,233,742 72,889,922 

73,650,000 70,450,000 70,250,000 

79,136,383 64,265,586 

13,433,000 13,433,000 13,433,000 

13,643,900 13,759,404 

7,710 7,710 7,710 

7,993 

都道府県名 市町村名 地区名 事業実施年度 目標年度 事業実施主体

北海道 滝川市 滝川市 平成30年度 令和２年度 滝川市

項　　　目

目標
達成状況（上段：計画、下段：実績） 2年度目

達成状況
（％）

1年度目
（30年度）

2年度目
（元年度）

3年度目
（目標年度：2年度）

必
須

目
標

① 付加価値額の拡大 50.0

② 経営面積の拡大 1年目に達成済み

③ 農産物の価値向上

④
単位面積当たり収量
の増加

⑤ 経営コストの縮減

⑥ 農業経営の複合化

⑦ 農業経営の法人化

No 対象経営体名 項　　　目 現状

目標
達成状況（上段：計画、下段：

実績） 2年度目
達成状況

（％）

実績を確認した
資料名等

1年度目
（30年度）

2年度目
（元年度）

3年度目（目
標年度：2年

度）

付加価値額の拡大（円） 16,200,954 303.0% 決算報告書

収入総額 73,401,189 

費用総額 70,887,596 

人 件 費 13,687,361 

就業者一人当たり
付加価値額の拡大

就業者数

補正の内容

② 経営面積の拡大（a） 7,310 
1年度目に
達成済み

農地台帳

③

参
考

事
業
関
連
取
組
目
標

1

①



Ⅲ　達成状況に関する事業実施主体の所見(評価)

Ⅳ　人・農地プランの作成状況

　（１）作成した日　　　　年　　　　月　　　　日

　（２）今後の見通し（未作成の場合）

〔記入要領〕

Ⅰ及びⅡの「目標達成状況」欄の上段は、支援計画及び経営体調書にある計画を記入し、下段は、当該年度の実績を記

　載し、「○年度目達成状況（％）」欄はその年度の計画に対する達成状況を記入する。

　に記入する。なお、記入欄は対象経営体数等に応じて適宜挿入すること。

　　Ⅱの「○年度目達成状況（％）」欄の達成率は、(実績-現状）/(年度計画-現状)×100により求めるものとする。

　　(小数第2位は切り捨て、小数第1位まで記入する。）

「付加価値額の拡大」（内訳を含む。）及び「就業者一人当たり付加価値額の拡大」について、実績を補正したものは、実

　績値を太字・斜体で記入する。

「補正の内容」欄には、実績を補正したものについて、補正の要因及び補正の方法（実績値の補正過程）を記入する。

「参考」欄には、成果目標に掲げたもの以外で付加価値額の拡大のための取組を行った場合、その内容を記入する。

20,389,275 18,794,282 19,182,329 

11,755,010 17,206,059 0 

60,801,972 57,801,972 57,801,972 

80,372,435 69,868,098 

49,073,366 47,668,359 47,280,312 

80,318,158 64,971,557 

8,660,669 8,660,669 8,660,669 

11,700,733 12,309,518 

5,120 5,120 5,120 

5,201 

１　「現状」、「目標達成状況」欄は、別紙様式第１－１号経営体育成支援計画書（以下「支援計画」という。）及び別紙様式第
　１－１号別添２融資主体型補助事業対象経営体調書（以下「経営体調書」という。）の成果目標の「現状」、「1年度目」、「2年
　度目」、「3年度目」欄の内容を記入する。

２　Ⅱの対象経営体の成果目標に係る達成状況は、経営体調書に掲げた経営体の成果目標の項目について、対象経営体毎　

付加価値額の拡大（円） 13,537,888 64.9% 決算報告書

収入総額 72,314,184 

費用総額 72,310,548 

人 件 費 13,534,252 

就業者一人当たり
付加価値額の拡大

就業者数

補正の内容

② 経営面積の拡大（a） 5,020 
1年度目に
達成済み

農地台帳

③

参
考

　No.1は、２年度目に｢付加価値額の拡大｣、｢経営面積の拡大｣の２項目の目標を達成したものの、No.2は、「付加価値額の拡
大」が計画値より下回っていることから、目標年度での達成に向けて、引き続き、関係機関と協力し、助言および指導を行って
いく。

３　Ⅲの「達成状況に関する事業実施主体の所見（評価）」欄は、成果目標の達成状況を勘案して記入するものとし、達成に立
　ち遅れがある場合には、その要因を把握した上で達成に向けた具体的な取り組み内容を記入すること。
　　また、目標年度において目標が達成されていない場合（必須目標が達成されていない場合又は事業関連取組目標が概ね
　達成されていない場合）は、別途、別紙様式第１－５号により経営体ごとに未達成となった理由を整理し、目標達成に向けた
　具体的な改善措置及び達成見込時期等を記入するとともに、地域への影響等と構造政策を進めるための今後の取組方向
　を記入する。

４　Ⅳの人・農地プランの作成状況については、事業実施時点で人・農地プランを作成していない地区の場合（第１の２の（２）
　に該当する場合）に記入する。
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